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費の関係がどのようになるのかは実証的な問題とされ、欧米などでも実証研究(Harris, Evans and 
Schwab(2001)や Ladd and Murray (2001)など)が行われている。 
本稿では、2001 年の学級編成の弾力化以降、地方政府が他の地方政府の行動をみて、政策を決
めるという地域間で戦略的な参照行動を取っているのかという点と、義務教育費と高齢化の関係
についての 2 点に焦点を当てて分析を行っていく。 
本論文の構成は以下のとおりである。 2 節では義務教育に関する現状、 3 節では先行研究につい





2.  義務教育に関する現状 
  近年、実質の義務教育費総額としては、減少傾向にあるが、生徒 1 人当たり教育費は日本全体で
みると減少することなく、増加している。([図表１]、[図表2]参照) 2 
 
図 1 義務教育費と生徒数の変化(1987 年~2007 年) 
 
出所： 「文部科学省  学校基本調査年次統計」&「文部科学省  地方教育費調査年次統計」 
 
図 2 生徒 1 人当たり教育費の変化(1987 年~2007 年) 
 
出所： 「文部科学省  学校基本調査年次統計」&「文部科学省  地方教育費調査年次統計」 
 
しかし、生徒 1 人当たり教育費で見ると 2001 年頃から変化が緩やかになってきている。その
2001 年には、それまで 1 学級 40 人を下回る学級編成を行うことが都道府県の裁量では不可能で
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生徒1人当たり教育費 3 
 
2-1.  日本の義務教育の制度 
  日本では、学級数と教員数は「標準法」により規定されており、1998 年より 1 クラスの学生数























































































図 5 目的別歳出構成比の変化 
 







































































































民生費  土木費  教育費  公債費 6 
 









Poterba(1997、1998)は、高齢化と教育費支出（K-12）の関係を 1961 年から 1991 年のアメリカ
の州別データを用い分析を行い、その結果によると、人口に占める 65 歳比率が 1%上昇すると、
生徒一人当たり教育費支出額は 0.26％減少することが明らかにした。 
また、Harris, Evans and Schwab(2001)は同一州内でも、学区により教育費や人口構成が変化して
いることに着目し、1972 年、1982 年、1992 年の学区別のデータで分析を行い、その結果による
と、 高齢者比率と教育費支出は負の相関を持つが、 その引き下げ効果は Poterba と比べ小さいこと
を示した。 
さらに、Ladd and Murray (2001)は 1970 年、1980 年、1990 年の郡別のデータで分析を行い、そ
の推計結果によると、教育費支出に高齢者比率が与える効果は統計的に有意ではないことを示し
ている。 











そこで、   Heinesen(2004)において展開された、 コミュニティー政府(日本においては市町村)がコ
ミュニティーの選好に基づいて公的教育サービス支出を決定するモデルを、応用したモデルで実
証がなされている。  分析主体としては、日本の市町村における義務教育費であり、分析期間は年
~年である。 ただし、 国勢調査を利用しているため、 5 年おきのパネル分析で分析が行われている。
その結果、義務教育費と高齢化の間には負の相関があることが検証されている。 
また、都道府県と市町村の合計の義務教育支出について、分析を行ったもので Ohtake・





また Ohtake・Sano(2010)では、Ladd and Murray (2001)などで、高齢化率と義務教育費支出
は同時決定の可能性を指摘されているので、高齢化率の 1 期ラグを操作変数として用いて、操作
変数法で推計を行っている。そして推計結果では、Hoxby(1998)などと同様に日本でも 1990 年以
前は義務教育費と高齢化率は正の関係にあったが 90 年以降、 義務教育費と高齢化率には負の関係
















った菅原・國崎(2006)や都道府県の文化費について分析を行った須原・赤井(2010)などがある 1。  

















                                                 




































i 政府の代表的住民の効用関数：        U(Zi,Z−i;Xi)                      (1) 
  ここで、Ziは i 政府が決定した政策レベルであり、また地域間の外部性などによって i 政府の目
的関数に i 政府以外の決定した政策レベル、 Xiは i 地域の地域特性などが効用関数の中に入ってく
る。 ここで i 政府は公教育の供給レベルを、 代表的住民の効用最大化をするZiを選択するとき、 Ziは
Z−iとXiに依存して決定されるので、Ziは以下のような関数形であらわされる。 




= RZ−iとすると、 RZ−i < 0のとき、
∂Zi
∂Z−i
< 0(正の便益を受ける)となり、自治体 i9 
 








益を受ける)となり、自治体 i の行動は、戦略的補完関係(相互参照行動など)にあるという。 
以上の枠組みより、本稿における推計式(反応関数)を以下のように定義して考える 2。 




k=1 xi,t,k +ui,t  (∑ wi,j,t
n
j=1 = 1)    (3) 
ここで、 EXi,tは当該県のt期の1人当たり義務教育費であり、 EXj,tは近隣県のt期の1人当たり義務教
育費である。wjは近隣県のウェイトである。xi,tはt期の当該都道府県の地域特性を示すK個の説明
変数であり、ui,tは誤差項である。都道府県間に相互参照がなければ、βは  0  である。 
しかし、Anselin(1988)などで指摘されているように、上記の式を通常の OLS で推計すること
は出来ない。 なぜなら、 説明変数にあるEXj,tは内生変数であり、 同時推計の問題がある。 さらに ui,t
は空間的自己相関の問題がある。つまり、誤差項は 
          ui,t = ρ∑ wi,j,t
n
j=1 uj,t +εi,t             (4) 
となる。 
  以上2つの計量経済的な問題を解消するために、Heyndels and Vunchelen(1998)や須原・赤井
(2010)と同様に(1)式にKelejian  and Prucha (1998)の方法による、一般化空間的二段階最小二乗法
(GS2SLS)3を用いて推計を行う。操作変数としては(3)式の  近隣支出と同様のウェイトを付けた、
地域特性を用いる。さらに，Kelejian and Prucha (1998)では， 「誤差項の空間的相関が存在する場合
でも，IV  法は一致推定量を導出する」ことが実証されている。以上の理由より、(3)式に操作変
数法を用いて推計を行う。 
  (3)式の実際の推計のxi,tはOhtake・Sano(2010)を参考にして、 地域の社会特性を表す 65 歳以上









                                                 
2  ここでは、反応関数が線形であると仮定して推計を行う。 
3  詳しい説明については、Kelejian  and Prucha (1998)など参照。 
4  本稿の分析対象が義務教育であるので、中学校の特別支援学級割合も変数として考えられるが、
小学校と相関が高く(相関係数は 0.9227)、本稿の推計からは外した。 




6  ただし、本稿作成段階において 1 人当たり県民所得は 2007 年までしか入手可能でなく、1 人当
たり県民所得を考慮したモデルは、2001 年~2007 年のデータで分析を行った。 10 
 








 ,Wi,i,t = 0 










 , i ≠ j,Wi,i,t = 0 













 ,i ≠ j,Wi,i,t = 0 





的な近さがあるので、本稿では 3 つの空間的な近さを定義して、推計を行った。 
また推計に用いる変数としては、2001 年～2008 年の都道府県別データを用いる。被説明変数
としては、生徒 1 人当たり義務教育費を用いる。説明変数としては、高齢化率、若年率、失業率、












                                                 
7  県庁間の距離については、 国土地理院 HP(http://www.gsi.go.jp/KOKUJYOHO/kenchokan.html))から
得た。 11 
 
表 1  データの出所 
変数    定義    単位    出所   
生徒 1 人当たり義務教育費  
   
(都道府県支出金+市町村支
出金  (小学校+中学校))÷生徒
数(公立小学校+公立中学校)   
千円/
人   
   
『地方教育費調査』   
『学校基本調査』   
高齢者率    65 歳以上人口÷総人口   %    『民力』   
若年者率    5～14 歳人口÷総人口   %    『民力』   
特別支援学級割合(小学校)  特別支援学級数÷総学級数  %  『学校基本調査』 
失業率        %    『労働力調査』   
1 人当たり県民所得   県民所得(名目)÷総人口   100
万円/人   
『県民経済計算』 
消費者物価指数            総務省統計局 HP『消
費者物価指数(CPI)』   
県庁間の距離        K ㎡   国土地理院   
 
表 2 記述統計 
変数  観察数  平均  標準偏差  最小  最大 
生徒 1 人当たり義務教育費 
(2005 年の CPI で基準化済み) 
376  696.7503  86.6303  538.1774  979.0728 
若年者率  376  9.766423  0.709302  7.838187  13.57507 
高齢者率  376  21.22097  2.989942  13.15006  28.05805 
特別支援学級割合(小学校)  376  9.15196  3.074342  2.854734  17.54123 
失業率  376  4.400304  1.113457  2.2  8.4 
1 人当たり県民所得 
(2005 年の CPI で基準化済み) 
329  27.27588  4.082853  19.81057  48.05583 
 
 
6.  推計結果 
本稿の分析はStata118を用いた。推計結果は下記の表 1 の通りである。 
まず、固定効果モデルか変量効果モデルかを検定する為に Hausman 検定を行った。その結果
全てのケースにおいて固定効果モデルが支持されたので、本論文の推計結果は固定効果モデルで
の結果だけを示す。また、操作変数の妥当性を検証する為に、Hansen   J 統計量と





   
                                                 
8  Stata11 の Official なコマンドではなく、 パネルの操作変数法において、 過剰識別制約の検定や個
体間の不均一分散を考慮する為に、 Mark E Schaffer が提供しているコマンド(xtivreg2)を使用した。  12 
 
表 3  推計結果 
***は 1%、**は 5%、*は 10%での有意水準   
被説明変数:  ケース①  ケース②  ケース③ 
生徒 1 人当たり義務教育費  係数（下段は標準誤差）  係数（下段は標準誤差）  係数（下段は標準誤差） 
高齢化率     
-3.692881  * 
   
   
(2.221354) 
     
参照先支出 
0.2976108  ***  0.7433248  ***  0.2608643  *** 
(0.100813)    (0.1061018)    (0.1010536)   
若年率 
-59.80367  ***  -49.0115  ***  -61.87853  *** 
















     
-1.336107 
 
(4.31355)        (4.411776 )   
d2003 
1.006944        1.374151   
(6.192473) 




3.07259  * 








25.8617  ** 
   
27.37387  ** 
(11.29565) 




41.00124  *** 
   
43.24659  *** 
(14.36478)        (15.02148)   
d2007 
32.39154  ***      34.28353  ** 
(14.42817) 









     
(13.51501) 
 
Kleibergen-Paap rk Lm statistic  22.625  ***  45.518  ***  23.359  *** 
Hansen  Jstatistic  0.252    2.581    0.028   













また、 Ohtake・ Sano(2010)の主たる推計結果である高齢化率であるが、 1990 年～2005 年では、
負に有意であったが、本稿ではケース②においては有意に負であったが、それ以外のケースでは
有意には推計されなかった。これは、Ohtake・Sano(2010)は期間的には 15 年の中期データであ
り、本稿は 8 年間のデータであったというデータ期間の違いから生じている可能性がある。 
 
表 4 参照先支出の係数 
参照先  参照先支出(係数) 
県境が接している都道府県  0.2976108*** 
県庁所在地間の距離が近い地域  0.7433248*** 






























  最後に本稿の課題であるが、まず高齢化が義務教育に与える影響は 3 つのケースのうち 1 つの
ケースにおいてのみ、有意に負の影響を与えているのが観測されたが、残りのケースにおいては
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This paper explores the mutual  reference  behavior  of local governments  in Japan. 
The  Japanese public education system  was decentralized  in the previous  decade.  For 
example, actual fixed number of classes was relaxed in 2001 and 2003. This relaxation of 
regulations caused an increase in the expenditure of local governments on Japanese public 
education. 
After national regulation relaxed under the condition of children decline, local governments 
tended to reference the decision making of other local governments. Consequently, this paper 
analyzed the mutual reference behavior in Japanese public education. In addition, it inferred 
that population  aging had some impact on public education expenditure. 
This paper provides a tentative conclusion on the relaxation of regulations on education. The 
expenditure  of local governments  on public education is positively  affected by the 
expenditure of other local governments. Local governments should increase expenditure on 
public education if other local governments do so. In addition, the decision making of local 
governments is affected by not only neighboring governments but also all other governments. 
If this decision making were affected only by neighborhood, the effect of mutual reference 
behaviors  would probably be small. 
In addition,  this paper also shows that local governments  may decrease public education 
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